
新見市体育施設（新見市憩いとふれあいの公園、新見市民運動公園、新見市民体育館、城

山体育館）、新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋センター、新見市哲多体育施設（野球場、哲多農村広

場、若者センター、緑の広場、哲多上屋付多目的広場）、新見市青少年野外活動センター

及び新見市防災公園指定管理者募集要項 

 

１ 施設の概要 

（１）名称及び所在地 

名称 所在地 

 

新見市体育施設 

 

 

新見市憩いとふれあいの公園 新見市正田３３０番地 

新見市民運動公園 新見市下熊谷２３番地１ 

新見市民体育館 新見市下熊谷２２番地２ 

城山体育館 新見市新見１１９１番地１ 

新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋センター 新見市哲多町花木１０９０番地 

新見市哲多体育

施設 

野球場 新見市哲多町花木１０９０番地 

哲多農村広場 新見市哲多町花木１０８９番地 

若者センター 新見市哲多町花木１０９０番地 

緑の広場 新見市哲多町花木２５７８番地 

哲多上屋付多目的広場 新見市哲多町花木１０９０番地 

新見市青少年野外活動センター 新見市下熊谷２３番地５ 

新見市防災公園 新見市石蟹１５７番地 

 

（２）設置目的  

市民の健康増進、青少年の団体活動等の促進による健全育成と研修及び本市の災害 

時における避難所と被災支援の拠点並びにスポーツ振興と余暇活動の推進を図る。 

 

（３）業  務 

  ア 施設の利用許可に関する業務 

  イ 施設の点検整備に関する業務 

  ウ 施設及び付属設備の維持管理に関する業務 

  エ 芝生管理業務 

オ 植栽管理業務 

カ その他施設の設置の目的を達成するために必要な業務 

   詳細は、新見市体育施設（新見市憩いとふれあいの公園、新見市民運動公園、新見

市民体育館、城山体育館）、新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋センター、新見市哲多体育施設（野

球場、哲多農村広場、若者センター、緑の広場、哲多上屋付多目的広場）、新見市青

少年野外活動センター及び新見市防災公園指定管理者業務仕様書（以下「業務仕様書」

という。）を参照すること。 
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（４）施設概要 

  ア 敷地面積、構造等 

施設及び設備の名称 内容 

新見市憩いとふれあいの公園 

 ・新見ピオーネ球場 

 ・多目的広場 

 ・シェルター（屋根付き野外ステージ） 

 ・ゲートボール場 

 ・グラウンドゴルフ場 

 

13,632 ㎡ 

8,552 ㎡ 

300 ㎡ 

屋内用コート４面 

２コース 16 ホール 

新見市民運動公園 

  ・陸上競技場兼野球場 

 ・テニスコート 

 ・市民プール 

 

19,596 ㎡ 

1623.60 ㎡（屋根付き２面、屋外４面） 

930 ㎡（50ｍ８コース） 

142 ㎡（幼児用補助プール） 

新見市民体育館 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 ３ 階 建

4,037.673 ㎡ 

城山体育館 鉄骨造２階建 805.541 ㎡ 

新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋センター 

  ・体育館 

 

鉄骨造平屋建 726.15 ㎡ 

野球場 11,229 ㎡ 

哲多農村広場 6,500 ㎡ 

若者センター 木造平屋建 317 ㎡ 

緑の広場 5,100 ㎡ 

哲多上屋付多目的広場 487.5 ㎡（屋内コート１面） 

新見市青少年野外活動センター 

 

 

テントサイト３カ所、ファイヤー場

２カ所 

野外活動棟（鉄骨造平屋建 427 ㎡） 

野外炊事場２棟、食器倉庫、トイレ

２カ所 

新見市防災公園 

 ・陸上競技場 

  ・サッカー場 

  ・多目的広場 

52,902 ㎡（芝生広場、健康広場、防

災設備等含） 

19,000 ㎡(全天候舗装８レーン 400ｍ

トラック) 

人工芝、陸上競技場内フィールド部

分 

16,447 ㎡ 

  イ 利用状況（利用者数等） 別紙１のとおり 

  ウ 利用料金・管理経費実績 別紙２のとおり 
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２ 指定管理者が行う管理の基準 

  新見市体育施設条例（平成１７年条例第３３７号。以下「施設条例」という。）、新

見市体育施設条例施行規則（平成１７年規則第２６８号）、新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋セン

ター条例（平成１９年条例第２８号。以下「施設条例」という。）、新見市哲多Ｂ＆Ｇ

海洋センター条例施行規則（平成１９年教育委員会規則第６号）、新見市哲多体育施設

条例（平成１７年条例第３４０号。以下「施設条例」という。）、新見市哲多体育施設

条例施行規則（平成１７年教育委員会規則第５９号）、新見市青少年野外活動センター

条例（平成２１年条例第３２号。以下「施設条例」という。）、新見市青少年野外活動

センター条例施行規則（平成２１年教育委員会規則第９号）、新見市防災公園条例（平

成２３年条例第２２号。以下「施設条例」という。）、新見市防災公園条例施行規則（平

成２３年規則第１１号）、新見市公の施設指定管理者の指定手続等に関する条例（平成

１７年条例第１４号）、新見市公の施設指定管理者の指定手続等に関する規則（平成１

７年規則第１３号）及び業務仕様書に規定するとおりとする。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

  指定管理者が行う業務は次のとおりとし、具体的内容については業務仕様書を参照す 

ること。 

（１）施設の利用許可に関すること。 

（２）施設等の維持管理に関すること。 

（３）前各号に掲げるもののほか、施設の運営に関すること。 

（４）利用者アンケート調査の実施。 

 

４ 指定管理者の指定の期間 

  令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間） 

 

５ 指定管理料（賃金・物価スライドを含む）及び利用料金に関する事項 

（１）指定管理料 

  ア 施設の管理運営に要する経費に充てるため、市は、指定管理者に対し、指定管理

料を支払う。 

  イ 指定管理料の年度ごとの限度額は、８３,０００千円（消費税及び地方消費税を含

む）である。当該税相当額は当該限度額の１１０分の１０に相当する額である。 

ウ 指定管理料の額は、公募の際に提案のあった金額の範囲内で、業務内容の変動を

踏まえ、毎年度、市と指定管理者が締結する年度協定において定める額とする。 

なお、指定期間中に利用料金基準額の改定をする場合は、改定内容を踏まえ指定

管理料の額を定めるものとする。 

エ 指定管理料は、自主事業に要する経費に充ててはならない。 

オ 指定管理者が管理の業務を実施するため、指定管理料により自らが取得した物品

等は、原則として、市に帰属するものとする。 
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  カ 指定管理料は、原則として精算行為を行わず、指定管理者の経営努力により生じ

た剰余金については、原則として指定管理者の利益とする。 

  キ 指定管理料は、会計年度ごと（４月１日から翌年３月３１日まで）に支払うもの

とし、支払時期、方法については別途、協定書で定める。 

  ク 次のとおり、賃金及び物価に関する指標の変動を指定管理料に毎年反映（賃金・

物価スライド）させることとし、その旨を基本協定書において規定する。 

【基本協定書における賃金・物価スライドの規定内容】 

    責任の分担を定める条項の規定にかかわらず、次に掲げる場合において、市又は 

指定管理者の申出（申出期限：各年度１１月１５日）があったときは、別紙３の算 

定方法によって算定した額により、指定管理料を変更するものとする。 

  （１）１００に令和８年度から各年度までにおけるそれぞれの月例給改定率（岡山県

人事委員会が年度ごとに示す職員の給与等に関する報告並びに勧告の概要（これに

相当するものを含む）における月例給の改定率をいう。）に１を加えた数を乗じて

算定した数値（小数点以下第２位を四捨五入）が１００以外のとき。 

  （２）令和８年９月公表対象の企業向けサービス価格指数の総平均（除く国際運輸）

（日本銀行調査統計局が公表するものをいう。）を１００とした場合の、各年度の

８月公表対象における指数が９７未満のとき又は１０３を超えるとき。 

（２）利用料金 

  ア 地方自治法第２４４条の２第８項の規定による利用料金制度を採用し、指定管理

者は、利用者が支払う利用料金を自らの収入として収受し、施設の管理運営に要す

る経費に充てるものとする。なお、指定管理者が自ら行う事業にかかる収入も同様

とする。 

  イ 利用料金の額は、施設条例に定める範囲内で、指定管理者が市の承認を受けて設

定するものとする。なお、施設条例に定める利用料金の範囲は、指定開始まで又は

指定期間中に改定する場合があるため、利用料金はこれを踏まえて適宜、検討及び

再設定するものとする。 

  ウ 指定管理者は、施設条例に定める範囲内で、利用料金を減免することができる。 

  エ 指定管理者の業務に係る会計は、指定管理者となる団体の他の会計とは区分して

経理し、専用の口座で管理すること。 

 

６ 応募資格 

（１）岡山県内に本店、支店又はこれに準ずる事務所を置く、又は置こうとする法人その 

他の団体（法人格は不要。以下「法人等」という。）であること。 

（２）法人等又はその代表者が、次のいずれにも該当しないこと。 

  ア 法律行為を行う能力を有しない者 

  イ 破産者で復権を得ない者 

  ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準

用する場合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限され

ている者 
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  エ 新見市及び岡山県の指名停止措置を受けていること 

オ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことが

ある者 

  カ 本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は

公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

  キ 国税及び地方税に未納がある者 

  ク 法人等の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役その他これらに準ずる者を

含む。）が、次のいずれかに該当する者 

  （ア）暴力団員等（新見市暴力団排除条例（平成２３年新見市条例第３２号）第２条

第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者 

  （イ）暴力団（新見市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等の統制下にある者 

  （ウ）暴力団又は暴力団員等と社会的に避難されるべき関係を有している者 

（３）複数の法人等がグループを構成して応募する場合は、次の事項に留意すること。 

  ア グループの適切な名称を設定し、代表となる法人等を選定し、指定申請の際にグ

ループを構成したことを証する協定書を提出すること。この場合、代表となる法人

等は、当該グループにおける責任割合が最大であることを要件とする。 

  イ 当該グループの全構成員が、（１）から（２）の応募資格を有する必要があるこ

と。 

  ウ 当該グループの構成員は、別のグループの構成員となり、又は単独で、この募集

要項により指定管理者の指定を申請することはできないこと。 

  エ 応募に関する事務は、全て代表となる法人等の代表者を通じて行うこと。また、

市が当該代表者に対して行った行為は、当該グループの全構成員に対して行ったも

のとみなすこと。 

（４）体育施設の管理実績を有し、樹木や芝を管理する技術及び経験を有する法人等であ 

ること。 

（５）人員配置 

ア 公認スポーツ施設管理士資格を有する者または資格取得予定者が１名以上いる 

こと。 

イ Ｂ＆Ｇ海洋性レクリエーション指導員の資格を有する者または資格取得予定者

が１名以上いること。 

ウ 公認スポーツ指導員の資格を有する者または資格取得予定者が１名以上いるこ 

と。 

 

７ 指定の申請の方法 

（１）募集要項の配布 

  ア 配布期間 令和８年９月１８日（金）から令和８年１０月１４日（水）までの平

日９時から１７時まで 

  イ 配布場所 下記 14 の問い合わせ先のとおり 
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  ウ 配布方法 上記で直接受け取るか、次のＵＲＬからダウンロードすること。 

         ＵＲＬ：http://www.city.niimi.okayama.jp/ 

（２）募集説明会（現地説明会） 

  ア 参加手続 令和８年１０月８日（木）１７時までに、下記 14 の問い合わせ先あて

に、法人等名及び参加者名をＦＡＸ又は電子メールで連絡後、電話で参

加の受付確認を行うこと。 

  イ 開催日時 令和８年１０月１４日（水）９時３０分から 

  ウ 開催場所 新見市役所南庁舎３階 大会議室 

（募集説明会終了後、各施設を巡回します） 

（３）質問方法 

      質問がある場合は、令和８年１０月１５日（木）１７時までに、ＦＡＸ又は電子メ

ールで、下記 14 の問い合わせ先あてに質問すること。電話や来訪など口頭での問い

合わせは受け付けない。 

（４）回答方法 

   受け付けた質問に対する回答を取りまとめ、令和８年１０月２１日（水）までを目

途に募集説明会の参加者あて、ＦＡＸ又は電子メールで回答する。 

（５）指定申請の受付 

   指定申請を行おうとする法人等は、次のとおり書類を提出すること。なお、審査の

過程で追加資料を求められた場合は、速やかに提出すること。 

  ア 指定申請の提出書類 

  （ア）指定申請書（様式第１号） 

  （イ）施設の管理に関する事業計画書（様式第２号） 

（ウ）施設の管理に関する収支予算書 

  （エ）定款その他の団体の活動方針を示す書類 

    ① 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

    ② 法人登記事項証明書（法人が応募する場合のみ、申請の日において発行の日 

から３ヶ月以内のもの） 

    ③ グループ構成表及び協定書（グループを構成して応募する場合のみ） 

  （オ）本事業年度における法人等の事業計画書及び収支予算書 

  （カ）前事業年度及び前々事業年度における法人等の事業報告書、財産目録、貸借対

照表及び収支計算書（申請の日を含む事業年度に設立された団体にあっては、そ

の設立時における財産目録） 

  （キ）前事業年度における国税及び地方税の納税証明書（コピー可、申請の日におい

て発行の日から３ヶ月以内のもの） 

  （ク）役員の氏名及び略歴を記載した書類 

  （ケ）欠格事由に該当しない旨の申立書及び暴力団排除のための照会承諾書 

  （コ）体育施設の管理実績、及び、樹木や芝を管理する技術及び経験を有することが

確認できる書類（管理実績のある施設の概要、有資格者名簿、管理期間等） 

  イ 提出部数 正本１部・申請書データ 
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  ウ 受付期間 令和８年１０月１５日（木）から令和８年１０月２３日（金）までの

平日 ９時から１７時まで 

  エ 提出場所 下記 14 の問い合わせ先と同じ 

  オ 提出方法 下記 14 の問い合わせ先へ持参すること。 

 

８ 指定管理者の審査基準及び配点 

新見市公の施設指定

管理者の指定手続等

に関する条例第５条 

審査項目 審査の視点 

配点 

設定 

利用者の平等な利用

を確保することがで

きるものであること 

◎管理運営の基本

方針 

 

○公の施設としての設置目的への

理解 

○市の管理運営方針との整合性 

１５点 

公の施設の効用を最

大限に発揮させると

ともに、その管理に係

る経費の縮減が図ら

れるものであること 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎サービス向上に

つながる質の高

い管理運営に向

けた取組 

 

○サービス向上を図るための具体

的な方策と期待される効果 

○利用促進に向けた方策 

○利用者ニーズの把握と管理運営

への反映の各方策 

○専門職など職員の配置計画 

１５点 

◎危機管理に関す

る取組 

 

 

 

○災害等緊急時の対応 

○事故防止の取組や事故発生時の

対応（施設の安全点検計画の策

定など） 

○個人情報の保護 

○秘密漏洩防止・情報管理への対

応 

○利用者からの苦情への対応 

１５点 

◎効率的な管理運

営に関する取組 

○指定管理料の要望額 

○収支計画の妥当性、実現の可能

性 

○効率的な維持管理計画 

１５点 

事業計画に沿った管

理を安定して行う物

的能力及び人的能力

を有するものである

こと 

 

 

 

◎申請者の管理運

営体制 

○組織体制 

○類似施設の管理実績 
１５点 

◎法令等の遵守状 

 況 

○労働法令その他の関係法令等に

ついての監督官庁からの指導等

の状況 

１５点 

◎申請者の経理的

基礎 

○申請者の経営状況、財務体質、

事業実績 
１５点 

◎申請者の技術的 ○施設管理に係る技術的能力（専 １５点 

7



 能力 門職員や専門技術の保有状況） 

その他 ◎社会貢献等への

協力・貢献の状況 

 

 

○障がい者等の雇用状況 

○ＩＳＯなど環境政策への取組状

況 

○男女共同参画に関する取組状況 

○その他 

１０点 

合計 １３０

点 

 

９ 指定管理者の選定スケジュール 

（１）選定委員会の設置 

   指定管理者候補を選定するため、新見市公の施設指定管理者選定委員会（以下「選

定委員会」という。）を設置する。 

（２）資格審査 

   所管課において、申請者の資格審査を行う。資格がないと認めた者については、そ

の旨及び選定委員会での審査を行わない旨を通知する。暴力団排除に係る要件につい

ては、適宜、警察への照会を行う。 

（３）申請者によるプレゼンテーション 

   申請者によるプレゼンテーションを選定委員会の場で実施する。 

（４）選定委員会による審査 

   選定委員会は、各申請者の申請書類について、前記「８ 指定管理者の審査基準及

び配点」（以下「審査基準」という。）により審査を行い、原則として、各委員が付

けた得点を集計し、委員の過半数を得た申請者を指定管理の候補者に選定する。 

ただし、市として求めるサービス水準を確保するため、審査基準のうち「管理運営

の基本方針」に係る項目について、各選定委員の採点の合計点が満点の６割未満の場

合には、選定委員会において２次審査を行い、当該申請者が施設の設置目的を達成で

ないと判断した場合は失格とする。 

（５）選定結果の通知方法 

   選定結果については、各申請者に書面で通知する。 

（６）指定管理者の指定 

   指定管理者候補は、市議会での議決を経て、指定管理者として指定される。 

 

10 協定書の締結 

  市議会で指定及び予算が議決された後、管理運営の開始までの間に、市と指定管理者

は協議の上で、施設の管理運営に係る具体的な項目について協定を締結する。協定には、

指定期間全体に関する包括的な「基本協定」と、必要に応じて年度ごとに締結する「年

度協定」がある。 

 

11 管理継続が困難となった場合の措置 
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（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

  ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により管理業務を継続することが困難になった

場合、又はそのおそれが生じた場合は、市は、指定管理者に対して必要な指示を行

い、又は改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることがで

きるものとする。 

  イ 指定管理者が管理業務の改善等に関する指示に従わないときや、指定管理者の責

めに帰すべき事由により管理業務を継続することが困難となったときは、市は指定

管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を

命じることができるものとする。 

  ウ 市が、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは

一部の停止を命じた場合は、市は、指定管理料の全部又は一部の支払を行わず、既

に支払った指定管理料の全部又は一部を返還させるとともに、市に生じた損害の賠

償を指定管理者に請求することができるものとする。 

  エ 指定管理者が指定の取消し等により次期指定管理者へ管理業務を引き継ぐ場合

は、円滑かつ支障なく管理業務を遂行できるよう必要な対応を行わなければならな

い。 

（２）当事者の責めに帰することができない事由による場合 

   不可抗力等、市、指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務の

継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものとし、一定期間内

に協議が整わないときには、それぞれ、事前に書面で通知することにより協定を解除

できるものとする。 

（３）指定管理者の指定取消後の対応 

   指定管理者の指定取消後、指定管理予定候補者として、次点候補者と施設の管理に

関する協議を行うことがある。 

 

12 リスク分担に関する事項 

市と指定管理者の間におけるリスク分担の方針は別表（リスク分担表）のとおりと

する。なお、別表に定める事項で疑義がある場合又は別表に定めのないものについて

は、市と指定管理者があらかじめ協議の上で決定するものとする。 

 

13 その他 

（１）提出された書類は、返却しない。 

（２）提出された書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、市は必要な場合は、申請

書類の一部又は全部を無償で使用できるものとする。 

（３）申請に係る経費は、すべて申請者の負担とする。 

（４）提出された書類は、新見市情報公開条例（平成１７年新見市条例第２３号）並びに

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び新見市個人情報保護法

施行条例（令和４年新見市条例第３６号）の規定に基づく、情報公開請求の対象とな

る。 
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（５）申請書類の受理後に辞退する場合は、辞退届を提出すること。 

（６）申請者の名称、代表者、所在地等は、公表することがある。 

（７）提出された書類に虚偽又は不正があった場合その他申請者及びその関係者において

不法又は不正な行為があった場合には、申請を無効とする。 

（８）一部施設は災害時における避難所として指定されているため災害時には避難所とし

て利用される。この場合において、指定管理者は市の指示に従わなければならない。 

 

14 問い合わせ先 

  〒７１８－８５０１ 新見市新見３１０番地３ 

  新見市教育委員会教育部生涯学習課文化スポーツ係 担当：早川 

  電話番号：０８６７－７２－６１４８ 

  ＦＡＸ番号：０８６７－７２－６１２０ 

  メールアドレス：niimi-sport@city.niimi.lg.jp 

        （メールの表題に「新見市体育施設等の指定管理の件」と記載すること。） 
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年  月  日   

 

 新見市長 ○ ○ ○ ○  様 

 

申請者                  

所 在 地               

名   称               

代表者氏名           印   

 

欠格事由に該当しない旨の申立書及び暴力団 

          排除のための照会承諾書 

 

 指定管理者の指定申請に当たり、当団体は次の事項に該当しないことを申し立てます。 

 また必要な場合には、下記７及び８に関して、岡山県警察本部に情報照会することを承

諾します。 

 

記 

 

１ 法律行為を行う能力を有しない者 

２ 破産者で復権を得ない者 

３ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定によ

り新見市における一般競争入札等の参加を制限されている者 

４ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者 

５ 新見市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は公

正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

６ 国税及び地方税に未納がある者 

７ 当団体並びにその代表者及び役員（業務を執行する社員、取締役、執行役その他これ

らに準ずる者を含む。）が次のいずれかに該当する者 

（１）暴力団員等（新見市暴力団排除条例（平成２３年新見市条例第３２号）第２条第３

号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者 

（２）暴力団（新見市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員等の統制下にある者 

（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

８ 上記７の各号に掲げる者が経営に実質的に関与している者 
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別表（リスク分担表） 

種類 

 

 

内容 

 

 

市 

 

 

指定 

管理 

者  

施設・設備の

損傷 

 

 

 

 

 

 

 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、騒乱、暴

動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すること

ができない自然的又は人為的な現象）によるもの 

○ 

 

 

 

 

 

指定管理者の故意又は過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計又は構造上の原因によるもの ○  

上記以外の経年劣化によるもの   

 

 

 

①大規模な修繕 

 ・１件につき３０万円を超える修繕 

○ 

 

 

 

②上記①以外のもの  ○ 

物価変動等 

 

人件費、物品費等の物価変動又は金利変動に伴う管理運営経

費の増 

 

 

○ 

 

法令又は税制

の変更等 

施設管理運営に影響を及ぼす法令変更又は税制変更 ○  

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更又は定例的な変更  ○ 

第三者への賠

償 

①指定管理者の管理瑕疵に起因するもの  ○ 

②上記①以外の事由によるもの ○  

保険の加入 

 

施設等に係る火災保険等の加入 ○  

利用者等に係る保険の加入  ○ 

周辺地域及び

住民への対応 

①指定管理者の業務に関するもの  ○ 

②上記①以外のもの ○  
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別紙１ 

管理を行わせる公の施設の利用状況                                                        

【利用状況（利用者数）】                                            単位：人 

施設名 令和６年度 令和７年度 

 

 新見市体育施設 

 

 

 新見市憩いとふれあいの公園 30,626 25,887 

 新見市民運動公園 20,400 22,568 

 新見市民体育館 20,753 26,151 

 城山体育館 8,317 7,748 

 新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋センター 3,356 3,941 

新見市哲多体育 

施設 

 野球場 3.620 2,989 

 哲多農村広場 4,427 4,371 

 若者センター 641 444 

 緑の広場 7,261 6,796 

 哲多上屋付多目的広場 3,802 4,620 

 新見市青少年屋外活動センター 519 517 

 新見市防災公園 20,982 20,897 

合計 124,704 126,929 

                                                                              

【利用料金収入額】                                            単位：千円 

施設名 令和６年度 令和７年度 

 

 新見市体育施設 

 

 

 新見市憩いとふれあいの公園 1,735 1,395 

 新見市民運動公園 2,830 2,733 

 新見市民体育館 2,218 2,201 

 城山体育館 425 372 

 新見市哲多Ｂ＆Ｇ海洋センター 316 364 

新見市哲多体育 

施設 

 野球場 446 300 

 哲多農村広場 140 112 

 若者センター 194 126 

 緑の広場 311 302 

 哲多上屋付多目的広場 165 153 

 新見市青少年野外活動センター 47 41 

 新見市防災公園 2,525 2,722 

合計 11,352 10,821 
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別紙２ 

管理を行わせる公の施設の利用料金・管理経費実績 

 

【利用料金・管理経費実績】                                           単位：千円 

 費目 令和６年度 令和７年度 

 

収入額 

 

 

 指定管理料 74,983 74,983 

 利用料金収入 11,364 10.828 

 事業収入 4,013 3,434 

計（Ａ） 90,360 89,245 

 

 

 

支出額 

 

 

 

 人件費 54,058 53,796 

 維持管理運営費 37,060 35,556 

（委託料） 7,212 7,581 

（修繕費） 994 630 

（その他、水道光熱費、消耗品費等） 28,854 27,345 

 事業費 703 523 

計（Ｂ） 91,821 89,875 

収支額 （Ａ）－（Ｂ）  △ 1,461     △630 
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（別紙3）基準額申告書（賃金・物価スライド制度に伴う基準額申告書）

所管課：
　　　　　　　　　　　　　　

１．算定の基準額

※年度ごとに異なる場合は、年度ごとに作成　※書ききれない場合は、一覧を別添（それぞれの内訳を明記すること）

費目 例

常勤職員賃金 賃金、給与、報酬など

非常勤職員賃金 賃金、給与、報酬など

法定福利費 社会保険料など

賞与 期末手当、勤勉手当など

光熱費 電気、ガスなど

燃料費
灯油、ガソリン、軽油、

重油、石炭など

委託費 委託手数料、外注費など

修繕費 修理代、設備保守料など

水道料金 上下水道料金

２．変動率

３．変動額の算出方法 　　　※以下の人件費と物件費の合計額（１万円に満たない場合は切捨）

人件費
以下①②のうち低い額
①対象経費に変動率を乗じて得た金額
②乙が○〇年度(※募集年度)以降に実施したベースアップによる影響額）

・ベースアップの申し出にあたっては、②の額について、
算定方法や根拠資料を示すこと
・端数処理
　小数点以下を切り捨て

物件費 対象経費に変動率を乗じて得た金額
・端数処理
　小数点以下を切り捨て

人

件

費

人件費
○〇年度(※募集年度)から各年度までにおけるそれぞれの岡山県人事委員会が公表
する民間給与実態調査から算出した年間の給与額の変動率

左記変動率（％）
※小数点以下第２位を四捨五入

物件費
○〇年度(※募集年度)の日本銀行調査統計局が公表する企業向けサービス価格指数
の総平均（除く国際運輸）の変動率

左記変動率（％）
※小数点以下第２位を四捨五入
※基準額の±3％の範囲は指定管理者の負担とする

物

件

費

参照指標 変動率

参照指標 変動率

合計

※価格改定等あった場合のみ対象

上記計×〇％＝

〇円×〇人＝

合計

・電気代：〇〇円

・ガス代：〇〇円

・灯油代：〇〇円

・ガソリン代：〇〇円

指定事業　（単位：千円） 自主事業　（単位：千円）

〇円×〇人＝

〇円×〇人＝

施設名

指定管理者名

期間

※このシートは、指定申請時に提出した収支計画と整合する内容を記載してください。

※指定事業と自主事業はまとめて記載せず、それぞれの欄へ記載してください。
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